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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営の健全性・透明性・効率性の確保という観点から、株主の皆様の信任に応えるため最適なコーポレート・ガバナンスの整備・構築を

目指すとともに、経営環境の変化に俊敏に対応するため、迅速な意思決定を行うことができる経営体制および迅速かつ適切な開示を行うよう努め
ております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

（補充原則 1-2-4）

当社は、議決権電子行使の導入及び招集通知の英訳は、議決権行使促進のため有効な手法と考えておりますが、海外投資家の比率が低いた
め、現在は実施しておりません。導入につきましては、株主構成の変化を踏まえて今後検討してまいります。

（補充原則 3-1-2）

当社は、英語での情報の開示・提供を実施しておりませんが、株主構成の変化を踏まえて今後検討してまいります。

（補充原則 4-10-1）

当社では、取締役会において独立社外取締役から重要な事項に関して適切な関与・助言を得ておりますが、取締役の指名・報酬等に、一層の関
与を得るための体制の構築を検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

（原則 1-4　政策保有株式）

当社では、取引先との業務提携や関係維持・強化を図る目的で、取引先の株式を取得し保有することがあります。これら政策保有株式は取締役
会において保有の必要性や保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか、また保有先との関係性や時価、保有先企業の財務状況等を
検証し、保有意義が希薄化したと判断した株式の縮減を行っております。その結果、2023年3月期に4社の政策保有株式の一部または全部を売却
しております。

また、政策保有株式の議決権行使につきましては、取引関係や中長期的な経済合理性、当社及び保有先の企業価値向上に資するか否か等を総
合的に勘案して、適切に対応しております。

（原則 1-7　関連当事者間の取引）

当社では、株主共同の利益を害することのないよう、役員や主要株主等との取引（関連当事者間の取引）を行う場合、取締役会規則等の社内規
則に基づき、一般的な取引条件と同等であるかなど取引内容の妥当性や経済合理性について確認をした上で、取締役会決議又は所定の決裁手
続きを行っております。

（原則 2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

当社では、企業年金の運用に当たっては、適切な資質を持った人材を任用するとともに担当者を年金信託機関による研修会に参加させるなど、
必要な業務知識の習得に努めております。また、運用状況は定期的にモニタリングしており、必要に応じて運用方法の見直しを行っております。

（原則 3-1　情報開示の充実）

(1) 会社の目指すところや経営戦略、経営計画につきましては、当社ウェブサイト及び本報告書「4.1(1)会社の基本方針」に記載の通りであります。

(2) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針につきましては、本報告書「1.1 基本的な考え方」に記載の通りであります。

(3) 取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続きにつきましては、本報告書「2.1 取締役報酬関係」に記載の通り

であります。

(4) 経営陣幹部の選解任及び取締役・監査役候補の指名につきましては、取締役会において、業務執行に求められる幅広い経験及び知識と、監

督機能とのバランスを確保するべく、十分に審議したうえで決定しております。

(5) 個々の取締役・監査役候補者の選解任・指名につきましては、招集通知及び有価証券報告書に記載の通りであります。

（補充原則 3-1-3）

当社は、サステナビリティについての取組みが企業価値向上を図るうえで重要であると認識しており、サステナビリティ方針およびマテリアリティは
次のとおりです。

「サステナビリティ方針」

当社は、港湾運送事業を中核とした総合物流企業として適正な利益の確保と会社の安定・成長を図り、企業活動のプロセス全般において、社員
一人ひとりが「CSR に基づいた行動」と「ESGに配慮した活動」をとることで、持続可能な社会の実現への貢献と、企業価値の向上を図ってまいりま

す。

「マテリアリティ」

1．気候変動への具体的な取組み、脱炭素社会実現に向けた対応



2．事業継続体制の構築、企業・組織レジリエンスの強化

3．地域社会への貢献、事業を通じた経済への貢献

4．働き方改革から働きがい改革へ、従業員の労働生産性の向上

また、気候変動への対応を含むＳＤＧｓへの取り組みについては、社内横断的なプロジェクトチームを設置して推進しており、具体的な取組み内容
は自社ホームページ（https://www.meiko-trans.co.jp/wp/wp-content/uploads/2022/12/sdgs.pdf）に開示しております。

なお、当社は、人的資本や知的財産への投資が、企業の永続的な成長に資するものであることを認識し、「経営人材育成研修」をはじめ各階層に
対する研修制度を整備することで、特に人材の育成に注力しております。

（補充原則 4-1-1）

当社では、法令及び定款の他、取締役会規則で定めた事項について、取締役会で判断・決定しております。

また、執行役員制度を導入し、業務執行に必要な責任者として執行役員を配置して職務権限規程や職務権限基準表などの基準に従った権限を
委任しております。

（原則 4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

当社では、金融商品取引所の基準を踏まえ、一般株主との利益相反が生じるおそれがなく、人格、識見とも優れ、また、他社の経営者として豊富
な経験を有するなど、会社業務の全般にわたって経営を監視する立場に適した人材を選任しております。

（補充原則 4-11-2）

当社では、取締役・監査役が他の上場会社の役員を兼務する場合、その数は合理的な範囲にとどめております。なお、兼任状況については、招
集通知及び有価証券報告書に記載のとおりであります。

（補充原則 4-11-3）

当社では、すべての取締役及び監査役に対し、取締役会全体の実効性に関するアンケートを実施し、結果を取り纏め、分析・評価を行っておりま
す。その結果、取締役会の実効性評価としては概ね良好であり、取締役会の役割・責務等を適切に果たし、有効的に機能しているものと判断して
おります。今後更なる向上を目指してまいります。

（補充原則 4-14-2）

当社の取締役及び監査役は、事業や経営に関する幅広い知識と経験を有する者を選任しており、就任後も役員に求められる役割と責務について
必要な情報を適宜提供しております。

（原則 5-1　株主との建設的な対話に関する方針）

株主との対話については、平常時から連携して決算業務や情報開示を行っている総務部及び経理部が担当しており、その統括は管掌役員が行
い、必要に応じて取締役会に報告を行っています。

対話の申し出に対しては、面談や電話等で対応しており、重要情報の適切な管理及びインサイダー情報の提供防止のため、インサイダー情報管
理規程を策定しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

明治安田生命保険相互会社 1,574,361 5.28

株式会社商船三井 1,483,895 4.97

株式会社名古屋銀行 1,457,172 4.88

日本碍子株式会社 1,037,000 3.47

株式会社ノリタケカンパニーリミテド 959,242 3.21

株式会社愛知銀行 931,920 3.12

名港海運投資会 896,472 3.00

三井住友海上火災保険株式会社 831,114 2.78

ビービーエイチ　フオー　フイデリテイ　ロー　プライスド　ストツク　フアンド 812,487 2.72

大成建設株式会社 810,000 2.71

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 名古屋 メイン

決算期 3 月

業種 倉庫・運輸関連業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 23 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

加留部淳 他の会社の出身者 △

小倉忠 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者



b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

加留部淳 ○

加留部淳氏は、当社の取引先である豊田
通商株式会社の経営に2022年6月まで携
わっており、また、KDDI株式会社の監査
役を務めており、現在当社は両社と通常
の商取引をしております。

加留部淳氏は、長年にわたる会社経営の豊富
な経験と見識を有しており、当社の社外取締役
として、経営全般に対し的確な提言をいただい
ております。

なお、同氏は左記のとおり当社の取引先である
豊田通商株式会社の経営者を2022年6月に退
任しており、また、KDDI株式会社の監査役を務
めておりますが、取引の額ならびに性質に照ら
して、独立性に影響はないものと判断しており
ます。

小倉忠 ○

小倉忠氏は、当社の取引先である株式会
社ノリタケカンパニーリミテドの経営に202
3年6月まで携わっており、また、リンナイ
株式会社の取締役を務めており、現在当
社は両社と通常の商取引をしております。

小倉忠氏は、長年にわたる会社経営の豊富な
経験と見識を有しており、当社の社外取締役と
して、経営全般に対し的確な提言をいただいて
おります。

なお、同氏は左記のとおり当社の取引先である
株式会社ノリタケカンパニーリミテドの経営者を
2023年6月に退任しており、また、リンナイ株式
会社の取締役を務めておりますが、取引の額
ならびに性質に照らして、独立性に影響はない
ものと判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

四半期、期末の決算毎の監査又はレビューのほか、情報開示等の問題について適宜意見交換を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名



社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

大杉誠 他の会社の出身者 ○ ○

宮崎一彦 他の会社の出身者 ○

徳岡重信 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大杉誠 ○

大杉誠氏は、当社の取引先である中部資
材株式会社の代表取締役会長を務めて
おり、現在当社は同社と通常の商取引を
しております。

また、当社と中部資材株式会社は社外役
員の相互就任の関係にあります。

大杉誠氏は、長年にわたる会社経営の豊富な
経験と見識を有しており、当社の社外監査役と
して、経営全般に対し的確な提言をいただいて
おります。

なお、同氏は左記のとおり当社の取引先である
中部資材株式会社の代表取締役会長を務め
ておりますが、取引の額および性質に照らし
て、独立性に影響はないものと判断しておりま
す。

宮崎一彦 ○

宮崎一彦氏は、当社の取引先である三協
株式会社の代表取締役社長を務めてお
り、現在当社は同社と通常の商取引をし
ております。

宮崎一彦氏は、長年にわたる会社経営の豊富
な経験と見識を有しており、当社の社外監査役
として、経営全般に対し的確な提言をいただい
ております。

なお、同氏は左記のとおり当社の取引先である
三協株式会社の代表取締役社長を務めており
ますが、取引の額および性質に照らして、独立
性に影響はないものと判断しております。

徳岡重信 ○

徳岡重信氏は、当社の取引先である株式
会社中京銀行の代表取締役会長を務め
ており、現在当社は同社と通常の商取引
をしております。

徳岡重信氏は、金融機関における経営者とし
ての豊富な経験と見識を有しており、経営全般
に対し的確な提言をいただけるものと考えてお
ります。

なお、同氏は左記のとおり当社の取引先である
株式会社中京銀行の代表取締役会長を務め
ておりますが、当社における同行の持株比率な
らびに借入金残高等に照らして、独立性に影
響はないものと判断しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名



その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役と株主との一層の価値共有を進めることを目的として、2023年6月
29日開催の定時株主総会の決議により、取締役（社外取締役を除く）に対し、譲渡制限付株式を割当てる報酬制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

全取締役の総額を開示　総額558,554千円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬については、当社の企業価値向上に資することを原則としつつ、経営環境および従業員に対する処遇との整合性等を考慮して適切
な水準を定め、各取締役の役職および職務内容、常勤・非常勤の別等を考慮して決定しております。

取締役の報酬額は株主総会の決議に基づき、取締役会によって定められた役員報酬規程等に従って算定され、最終的には取締役会の授権を受
けた代表取締役が、各取締役の役職および職務内容、貢献度等に応じて決定しております。

また、当該決定方針は、取締役会において決定しております。

取締役の報酬は、金銭報酬と株式報酬（社外取締役を除く）で構成されております。

金銭報酬の額は、2014年6月27日開催の第91回定時株主総会において年額6億50百万円以内と決議されております（使用人兼務取締役の使用
人分給与は含まない）。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は22名（うち社外取締役は2名）です。

株式報酬については、当該金銭報酬とは別枠で、2023年6月29日開催の第100回定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬を割り当てるため
の報酬を年額50百万円以内、当社が発行し又は処分する普通株式の総数は年80,000株以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結
時点の取締役の員数は5名（うち社外取締役は2名）です。

監査役の金銭報酬の額は、2011年6月29日開催の第88回定時株主総会において年額50百万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結
時点の監査役の員数は4名（うち社外監査役は2名）です。

当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役会長髙橋治朗、代表取締役副会長藤森利雄、代表取締役社長髙橋広が取締役の個
人別の報酬額の具体的内容を決定しております。代表取締役に委任する権限の内容は、取締役の職務内容、貢献度等の算定・評価であります。
これらの権限を委任した理由は、当社グループを取り巻く環境、経営状況等を考慮しつつ、各取締役の職務内容、貢献度等を算定・評価するのは



代表取締役が最も適していると判断したためであります。当該手続きを経て取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、取締役会はそ
の内容が決定方針に沿うものであると判断しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

自社のみならず業界に関する情報等を、取締役会の議題に限定せず担当セクションを通じて適時提供しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1) 取締役会

取締役会は、原則月１回開催し、法令・定款に定められた事項および取締役会規則に定められた事項について審議、決議を行っております。な
お、経営の透明性と企業体質の一層の強化を図るため、2名の社外取締役を選任し、企業経営に関する豊富な知識や識見をいかし、取締役会に
おいて当社の属する業界にとらわれない幅広い見地から助言等をいただくことで、経営の監督機能の強化を図っております。

(2) 監査役会

監査役制度を採用しており、監査役4名のうち3名は社外監査役を選任し、監査の公平性を高め、取締役会をはじめとした重要な会議に出席し、業
務執行、法令遵守、意思決定、内部統制の状況等の監査を行い、グループ会社の調査も積極的に実施しております。

(3) 経営審議会

経営審議会は、役付執行役員および常勤監査役で構成され、原則月1回開催し、取締役会および定例役員会を補完し、その付議事項の事前審議
や予備的検討を行っております。また重要な業務執行に関して構成員の知見をいかし、広く意見交換を行っております。

(4) 定例役員会

定例役員会は、常勤の取締役、監査役および執行役員で構成され、原則隔週開催し、取締役会から委譲を受けた事項その他業務執行に関する
重要な事項について、決議または報告を行っております。

(5) グループ経営会議

グループ経営会議は、常勤の取締役、監査役および執行役員ならびに当社グループ企業の経営トップで構成され、原則月1回開催し、経営環境
の変化に対応するため、各社の経営状況を把握し、投資計画などの重要な経営課題について方針決定しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、社外監査役を含む監査役機能の充実により経営の健全性の維持・強化を図り、取締役会においては社外取締役比率を高めることにより
その監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンス体制の充実を図っております。また、業務執行に必要な責任者として執行役員を配置して一定の
権限を委譲することで、業務に係る責任と役割を明確にするとともに業務執行体制の強化および機動的な意思決定を図っております。当社はそれ
を実現するため、以上のような体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
招集通知の早期発送を実施しており、発送に先立ちホームページ上に開示することで早
期周知に努めております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を採用しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載
名古屋証券取引所のIR懇談会に出席するとともに、自社ホームページにIR情

報を掲載し、決算関係および株式関係などの情報を適時開示しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 総務部及び経理部が担当しております。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

投資家の皆様への適時適切な会社情報の開示が健全な証券市場の根幹をなすものであ
ることを十分に認識するとともに、常に投資家の皆様の視点に立った迅速、正確かつ公平
な会社情報の開示を行えるよう社内体制の充実に努めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

従来、南部事業所、四日市支店、九州支店と事業所毎に取得しておりました環境規格であ
るISO14001の認証を、2007年3月に本社を含めた9箇所の事業所で取得し、全社的に環境
改善活動を推進しております。

また、物流センター屋上を利用した太陽光発電事業を、2013年度より開始しております。

なお、2023年3月に当社サステナビリティ方針を策定し、マテリアリティの特定について自社
ホームページに掲載しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

自社ホームページにて最新情報を適時お知らせしております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

(1) 会社の基本方針

　当社グループは、以下の「経営理念」および「行動規範」の基本姿勢を掲げ、事業活動を行っています。

「経営理念」

　当社グループは、事業活動を営むことにより、適正な利潤の確保と会社の安定、確実な成長をはかり、顧客、株主、協力事業者および従業員に
報いることを「経営理念」としています。

　併せて、当社グループの利益のみにとらわれず、地域社会の発展を常に視野におき、広く経済社会における物流事業の公共的使命を認識し、
サービスの向上に努めております。

「行動規範」

・ 私たちは、名港グループ社員としての誇りと責任を持ち、国際社会の一員として法令を遵守することはもちろん、社会規範や社内諸規程を守り、

常に社会的良識を備えた行動に努めます。

・ 私たちは、企業の発展を目指すと同時に、地域社会の発展にも貢献し、良き企業市民として社会との交流に努めます。

・ 私たちは、顧客に安心・信頼・満足を得られるようなサービスの提供に努めます。

・ 私たちは、株主や顧客はもとより、社会からも正しい理解と評価を得るために企業情報を公正に開示し、一方、職務上知り得た情報の管理を徹

底することに努めます。

・ 私たちは、一人ひとりの人格と価値観を尊重し、あらゆる差別の根絶に努めます。

・ 私たちは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、一切の関係を遮断し、全社一体となって毅然とした対応に努めます。

(2) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・ 当社グループの取締役、執行役員および従業員（以下、「役職員」という）に法令・定款の遵守を徹底するため、コンプライアンス委員会は、コン

プライアンス規程およびコンプライアンス・マニュアル遵守のもとに、役職員が法令・定款などに違反する行為を発見した場合の報告体制としての
内部通報制度の充実を図っております。

・ 万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容・対処案がコンプライアンス委員会を通じ、取締役会、監査役会に報告され

る体制を整えております。

・コンプライアンス委員会は、コンプライアンス規程に従い、担当部署にコンプライアンス責任者その他必要な人員配置を行い、かつコンプライアン
ス・マニュアルの実施状況を管理・監督し、全従業員に対して必要に応じ適時研修などを実施し、それらを通じて、企業倫理ヘルプライン運営規程
および企業ヘルプライン相談窓口のさらなる周知徹底を図っております。

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・ 取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱は、法令および当社社内規程に従い適切に保存および管理の運用を実施し、必要に応じて運用

状況の検証、各規程などの見直しなどを行います。

・ 職務執行情報をデータベース化し、当該各文書などの存否および保存状況を検索可能とする体制を構築しております。

(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理体制の適用範囲には子会社も含め、グループ全体の基礎として、BCPマニュアルおよびリスク管理規程を定め、個々のリスクについ
ての管理責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築しております。不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とす
る対策本部を設置し、内部統制室長を委員長とする調査委員会および顧問弁護士などを含むアドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、
損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を構築しております。

(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・ 取締役の業務執行については、取締役会規則により定められている事項およびその付議基準に該当する事項については全て取締役会に付議

することを遵守しております。

・執行役員制度を導入し、取締役会が担う経営の意思決定および監督の機能と執行役員が担う業務執行の機能を分離することにより、経営の機
動力の向上を図っております。

・ 日常の職務執行に際しては、職務権限、業務分担を明確にし、権限の委譲が行われ、職務の執行の効率化を図っております。

(6) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制



・ 当社グループにおける業務の適正を確保するために関係会社管理規程を定め、これに基づき、重要な意思決定においては当社の事前の承認

または報告を行うとともに、各子会社は業務執行状況・財務状況等を定期的に当社に報告するなど、適切な子会社管理を行っております。

・ 子会社の経営の自主性および独立性を尊重しつつ、当社グループ経営の適正かつ効率的な運用に資するため、グループ経営会議を開催し、

審議しております。

・ 監査役は、業務および財産状況の調査において、必要に応じて子会社からの報告を求めるとともに子会社に赴き調査を行っております。

・ 内部統制室は、定期的に子会社の内部監査を実施し、当社グループにおける業務の適正の確保に努めております。

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき従業員の配置を求めたときは、会社は従業員から監査役補助者を任命するものとします。当該従業員の評価は
監査役が行い、その他の人事に関する事項は監査役会の同意を得た上で決定することとし、取締役からの独立性を確保するものとします。

(8) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

・ 監査役は取締役会、グループ経営会議に出席し、取締役の業務執行状況の報告を受けております。

・ 会計監査、業務監査などの内部監査結果は内部統制室から速やかに監査役に報告する体制を構築しております。

・ 取締役および従業員は監査役の要請に応じて必要な情報提供を行っております。

・ 監査役が必要と判断した時は、いつでも当社グループの取締役および従業員等に対して報告を求めることができるものとします。

・ 監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する体制を構築しております。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の執行について、費用の前払い等の請求をした時は、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要で
ないと認められた場合を除き、その費用または債務を負担するものとします。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・ 監査役の職務を補助する部署の設置に関する件を含め、当社の監査体制と内部統制システムの体制との調整を図り、当社の監査体制の実効

性を高めます。

・ 監査役会は、代表取締役、内部統制室、監査法人とそれぞれ必要に応じて意見交換会を開催しております。

(11) 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社とグループ各社は、金融商品取引法およびその他の法令の定めに従い、内部統制の基本計画を定め、整備および運用状況を定期的・継
続的に評価する体制を構築しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・ 当社グループはコンプライアンス・マニュアルの中で、社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力、団体等とは、一切の関係を断固拒否すること

を定めており、役職員への周知徹底を図っております。

・ 当社総務部を対応統括部署とし、警察およびその関連団体と常に連携して不当請求事例等の情報を共有し、反社会的勢力の関与の防止を

図っております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

株主重視および安定株主の確保を図るため、株主配当金の増配、継続的安定配当に努めております。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

取締役会では、経営環境の変化に対応するため、経営状況を把握し、投資計画などの重要な経営課題についての方針決定しております。更に、

監査法人にも会社法および金融商品取引法に基づく監査またはレビューのほか、適時開示等の問題について適宜アドバイスを受けております。

また顧問弁護士には法律上の判断が必要な際には随時確認するなど、業務の適法性および妥当性などのアドバイス、チェック受けております。

これらにより、コーポレート・ガバナンスの実効性の確保・強化に努め、公正で透明度の高い経営の実行を目指しております。




